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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

輸入に係る VATペナルティーの免除又は軽減に関する追加要件 

 

2022年 10 月 19日に発行され、同日に施行されたタイ歳入局省令（No. Tor.Paw. 

348/2565）は、従前の歳入局省令（No. Tor.Paw. 120/2545）の第 1 項を修正し、

物品輸入に関するケースにおいて、税務調査官がその権限において VAT ペナル

ティーの免除又は軽減を与える場合の追加要件を課しています。今回の改正に

より、輸入者に租税回避の意図がなく、税務調査の過程で高いレベルの協力が

得られた場合にのみ、税務調査官は当該権限を行使することができます。改正

省令によると、下記の場合は、 輸入者からの要請がなくても、税務調査官は

VAT ペナルティーを免除又は減額する権限を行使することができま す。 

• 輸入者が関税の罰金の免除を受けた場合、又は関連当局が輸入日から 5 年

以内に輸入者に対して（起訴に代わる）関税の罰金を課すことができなか

った場合、VAT ペナルティーは免除されます。 

• 関税の罰金が過少申告額より少ない場合、VAT ペナルティーは、課された

関税の罰金額まで減額されます。 

• 関税法上の違反はないが、輸入者が不適切な VAT 申告を行ったこと又は

VAT 申告の誤りにより納税額が誤りであることを調査官が発見した場合、

VAT ペナルティーは通常適用されるペナルティー総額の 50％に減額されま

す。 

• 輸入者が VAT ペナルティーを負うが、その額が 1,000 バーツを超えない場

合、その VAT ペナルティーは免除されます。 

 

船舶のチャーターサービスに係る VATの取扱いの明確化 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-en-nov2022.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


 

タイ歳入局は 2022 年 10 月 21 日に VAT ガイダンスを発行し、船舶に係るチャ

ーターサービスの VAT の取扱いを明確化しました。明確化された主な内容は下

記のとおりです。   

 

• 航海傭船：船主と用船者の間で結ばれる契約であり、用船者が指定された

港に貨物を引渡した後、船主が用船者の指定する合意された場所に貨物を

輸送します。航海傭船契約では、船員は船主に雇用され、船主は船舶の占

有権を保持します。また、船主は航海中に発生する全ての費用について責

任を負います。したがって、航海傭船契約では、船主が海上での貨物輸送

サービスを実施しているとみなされ、下記の VAT 処理が適用されます。 

o 貨物の国内輸送を伴う場合、タイ国税法典（以下「歳入法」）第 77/2

条に基づき、サービスはタイ国内で提供されたものとみなされます。

ただし、海上での国内貨物輸送サービスは歳入法第 81 条(1)(p)に基づ

き VAT が免除されます。 

o タイと外国間の貨物輸送を伴う場合、歳入法第 77/2 条に基づき、タイ

国内でサービスが提供されたものとみなされます。ただし、法人であ

る船主がタイから外国へ貨物を輸送する場合、納税者は歳入法第 80/1

条(3)に従い VAT 税率 0％の適用を受けることができます。 

• 定期傭船：船主と用船者との間の契約であり、用船者は船舶に関する指

示・命令を行うことができますが、船舶の完全なコントロールと占有権は

船主にあります。定期傭船契約では、船員は船主に雇用されます。傭船者

は、船舶の運航に必要な燃料費を負担することになります。定期傭船契約

は、船主から用船者への船舶の占有権の移転を伴わないため、船主が海上

での貨物輸送サービスを実施しているとみなされ、下記の VAT 処理が適用

されます。 

o 貨物の国内輸送を伴う場合、歳入法第 77/2 条により、サービスはタイ

国内で提供されたものとみなされます。ただし、海上での国内貨物輸

送サービスは、歳入法第 81 条(1)(p)に基づき VAT が免除されます。 

o タイと外国間の貨物輸送を伴う場合、歳入法第 77/2 条に基づき、タイ

国内でサービスが提供されたものとみなされます。ただし、法人であ

る船主がタイから外国へ貨物を輸送する場合、納税者は歳入法第

80/1(3)に従い VAT 税率 0％の適用を受けることができます。 

• 裸用船：船主と用船者との間の契約であり、船主は用船者に船舶の占有権

を移転します。用船者は船舶を完全にコントロールする権利を有し、船舶

の運航に伴い発生する全ての費用を負担します。裸用船契約では、船員は

用船者に雇用されます。したがって、裸用船契約による船主は、リース業

を営んでいるとみなされ、タイ国内でサービス提供された場合には 7％の

VAT 税率が適用されることになります。 

 

地域密着型企業に対する個人所得税の免税措置の延長承認 

 

タイの内閣は 2022 年 10 月 25 日付で、コミュニティ企業振興法に基づく地域

密着型企業で、年間所得が 180 万バーツ以下の普通パートナーシップ又は非法

制上のパートナーシップに該当する場合に適用される個人所得税免除措置の延

長を承認しました。この免除措置は、当初は 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12

月 31 日までの適用でしたが、2025 年 12 月 31 日まで延長される予定です。当

該延長を規定した省令の官報での公告をもって、延長が正式に認められます。 
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